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はじめに 

 

県教育委員会では、これまで高等学校教育を取り巻く環境の変化に対応しながら、

生徒一人一人が夢を育み進路実現に向けた教育を受けることができるよう、県立高等

学校教育改革を推進し、学校・学科の充実を図るとともに、計画的な学校規模・配置

等による教育環境の整備に取り組んできました。 

 

このような中、グローバル化や情報化等による社会の急速な変化により、これから

の時代に求められる力が変容し、併せて、本県における生徒数の更なる減少に対応す

る必要があることから、改めて、平成２６年６月、「青森県立高等学校将来構想検討

会議※1」を設置し、平成２８年１月に答申を受けました。この答申を踏まえ、平成２

８年８月に青森県立高等学校教育改革推進計画基本方針、平成２９年７月に青森県立

高等学校教育改革推進計画第１期実施計画（平成３０～令和４年度）を策定し具体的

な取組を進めているところです。 

 

令和３年度に予定している青森県立高等学校教育改革推進計画第２期実施計画（令

和５～９年度）の策定に当たっては、これまでの高等学校教育改革の取組状況を検証

するとともに、高等学校教育を取り巻く環境の変化にも対応する必要があります。 

 

このことから、令和２年３月、県内の有識者で構成する「青森県立高等学校教育改

革推進計画基本方針検証会議」を設置し、同年５月に検証結果に関する報告書を提出

いただきました。この報告書を踏まえ、将来、高等学校教育を受けることとなる子ど

もたちの教育環境について検討し、このたび、第２期実施計画の策定・推進に向けた

基本的な考え方を示すものとして、基本方針の改定案を公表しました。 

 

基本方針の改定に当たっては、県民の皆様に直接御説明した上で御意見を伺う機会

として地区懇談会を開催するとともに、パブリック・コメントを実施するなど、より

多くの御意見等をいただきながら検討を重ねてまいりますので、御協力をお願いいた

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※１ 青森県立高等学校将来構想検討会議 … 平成３０年度以降の県立高等学校の在り方について検討

するため、県教育委員会が平成２６～２８年度に設置した有識者会議 
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第１ 計画策定の趣旨 

 

１ 背景 

○ 社会のグローバル化や情報通信技術等が急速に進展する中、少子高齢化に伴

う生産年齢人口の減少や過疎化の進行等、過去に経験したことのない課題を抱

え、将来を見通すことの困難な時代を迎えており、未来を担う子どもたちには、

さらに変化し続ける社会で生きていくために必要な力を身に付けることが求め

られています。 

○ このような中、国において、平成２９年度の高等学校学習指導要領改訂に加

え、令和４年度から成年年齢※2 が１８歳に引き下げられるなど、高等学校教

育を巡る環境は変化しており、これらの変化に適切に対応することが改めて求

められています。 

○ また、本県においては、平成２７年の高等学校等進学率が９９％に達し、生

徒の能力、適性、興味・関心、進路志望等が一層多様化しています。 

○ 一方、中学校卒業者数は、第１次実施計画前の平成１１年３月には１９，６

２２人であったものが、平成２９年３月には１２，３５７人に減少し、さらに

令和９年３月までの１０年間で約３，１００人の減少が見込まれます。このよ

うな生徒数の減少に伴う更なる学校規模の縮小により、現在行われている活力

ある教育活動の維持が難しくなることが懸念されます。 

 
≪中学校卒業（予定）者数と県立全日制高等学校数の推移≫ 

 
 
 
 
 
※２ 成年年齢 … 「民法の一部を改正する法律」（平成３０年法律第５９号）に基づき、１８歳に達

した者は、一人で有効な契約を結ぶことができるなど自己決定権が尊重されることとなった。  

１校当たりの募集学級数（学級）

5.2 5.1 4.8 4.8 4.6 4.5 4.4 4.3 4.3 4.2 4.2 4.2 4.3 4.2 4.2 4.2 4.1 4.1 4.1 4.0 4.0 4.2

県立高等学校教育改革 県立高等学校教育改革推進計画

第１次 第２次 第３次【前期】 第３次【後期】 第１期 第２期
19,622人

16,156人

14,707人

13,314人

12,357人

10,189人

9,196人

70校
69校

66校

59校

56校

49校

0校

10校

20校

30校

40校

50校

60校

70校

80校

8,000人

10,000人

12,000人

14,000人

16,000人

18,000人

20,000人

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

中学校卒業（予定）者数（各年３月）

募集県立全日制高校数（各年度）

0人

１０年間で約３，１００人の減少

※ 令和２年以降の中学校卒業（予定）者数は令和元年５月１日現在の児童・生徒数を基に推計 



 

２ 

 

２ 本県の未来を担う人財の育成 
 

社会の急速な変化や生徒数の更なる減少等を踏まえ、「青森県基本計画『選ば

れる青森』への挑戦※3」等に基づき、本県の生徒一人一人に、これからの時代に

求められる力を育みます。 

また、全ての高等学校において、地域の要請、中学生のニーズ等に応じたそれ

ぞれの役割を明確にしながら、特色ある教育活動を推進し、本県の未来を担う人

財※4の育成に取り組みます。 
 
（１）これからの時代に求められる力 

 
（生きる力） 

○ 生徒一人一人に「確かな学力」、「豊かな心」、「健やかな体」の調和の

とれた「生きる力」を育みます。特に「確かな学力」の育成においては、基

礎的・基本的な知識・技能、これらを活用して課題を解決するために必要な

思考力・判断力・表現力、主体的・協働的に学習に取り組む意欲等を育みま

す。 
 

（本県の未来を担う人財を育成するため特に重視する力） 

○ さらに、本県の生徒には、夢や志を持ち、より高い目標に向かって果敢に

チャレンジする「逞しい心」や、他者と信頼関係を築きながら課題を解決す

るために必要なコミュニケーション能力、責任感等、学校から社会への円滑

な移行に必要な力に加え、国際的視野を持ちながら、本県の歴史・文化の価

値、自然や産業の持つ魅力を理解することを通して郷土に誇りを抱き、本県

の未来を力強く支えようとする心を育みます。 
 
（２）各高等学校の特色を生かした人財の育成 

 
（地域を支える人財） 

○ 市民社会に関する知識理解や社会の一員として参画し貢献する意識等、全

ての生徒に共通して求められる市民性※5を身に付け、地域における課題の解

決に関わるなど、地域を支える人財を育成します。 
 

（社会を牽引する人財） 

○ 社会の課題に対する幅広い関心と広範かつ深い教養、卓越したコミュニケ

ーション能力、問題解決のための強い意欲や能力等を身に付け、将来、本県

はもとより、国内外でリーダーとして活躍する人財を育成します。 
 

（産業の発展に貢献する人財） 

○ 技術革新の進展や産業構造の変化に対応した、より専門的な知識・技能を

身に付け、それらを活用し、産業の発展に貢献する人財を育成します。 
 
 
 
※３ 青森県基本計画「選ばれる青森」への挑戦 … 県行政全般に係る政策及び施策の基本的な方向性

について総合的かつ体系的に示した県行政運営の基本方針 
※４ 人財 … 「青森県基本計画『選ばれる青森』への挑戦」等では「人は青森県にとっての『財（た

から）』である」という基本的考えから、「人材」を「人財」と表記している。 
※５ 市民性 … 中央教育審議会「初等中等教育分科会高等学校教育部会 審議まとめ」（平成２６年

６月）では、社会で自立し、社会に参画・貢献していく人材の育成を推進していく観点から、全て
の生徒が共通に身に付けるべき資質・能力を「コア」と位置付け、それを構成する資質・能力の重
要な柱の一つとして市民性を挙げている。 



 

３ 

 

３ 計画策定の方向性 
 

生徒一人一人にこれからの時代に求められる力を育み、本県の未来を担う人財

を育成する高等学校教育の推進のため、次の考え方や視点により、本計画を策定

します。 
 

（１）計画策定の考え方 
 

（充実した教育環境の整備と各地域の実情への配慮） 

○ 今後も生徒数の減少が見込まれる中、生徒がそれぞれの志に応じ、高等学

校を選択できるよう、充実した教育環境を整備する必要があります。 

  一方、生徒の通学環境や地域における高等学校の役割等、各地域の実情に

配慮する必要があります。 

  この二つの点に留意しながら、県全体の高等学校教育の充実に取り組みま

す。 
 

（「オール青森」の視点による取組） 

○ 生徒の進路志望の多様化や生徒数の減少への対応が必要となる中、これま

でのように一つの高等学校が単独で充実した教育活動を実施することは困難

になるものと予想されます。 

  このことから、高等学校教育の質の確保・向上に当たっては、一つの学校、

一つの地域という視点だけではなく、学校と学校、学校と産業界、家庭、地

域等が連携し、県全体が一丸となって高等学校教育を推進する「オール青森」

の視点により取り組みます。 
 

（県民の理解と協力の下での計画策定） 

○ 充実した教育環境の整備と各地域の実情への配慮の二つの点に留意し、

「オール青森」の視点により高等学校教育を推進するため、市町村等と緊密

な連携を図るとともに、県立高等学校教育改革に関する情報を広く提供し、

多くの意見を伺いながら、県民の理解と協力の下、本計画を策定します。 

 

（２）計画策定の視点 

① 各高等学校が特色を生かした人財育成に取り組むことができるよう、学校

・学科の充実を図ります。 
 

② 生徒数の減少に対応しながら、高等学校教育を受ける機会を確保するとと

もに、これからの時代に求められる力を生徒一人一人が身に付けることので

きる学校規模となるよう、計画的な学校配置に取り組みます。 
 

③ 学校・学科や学校規模・配置の方向性を踏まえながら、生徒が活力に満ち

た学校生活を送ることができるよう、高等学校間の連携や各高等学校におけ

る充実した情報発信等、より魅力ある高等学校づくりに取り組みます。 
 

④ 本計画の策定・推進に当たっては、県立高等学校教育改革に関する情報を

広く提供し、多くの意見を伺いながら、県民の理解と協力の下、取り組みま

す。 



 

４ 

 

４ 計画の構成 
 

本計画は、基本方針と実施計画により構成します。 

 

（１）基本方針 

○ 基本方針では、学校・学科の在り方や学校規模・配置等、平成３０年度以

降の県立高等学校教育改革に関する基本的な考え方を示します。 

  計画期間は、平成３０年度からおおむね１０年間とします。 

○ なお、改定後の基本方針については、令和５年度以降を計画期間とする実

施計画の策定・推進に向けた考え方を示します。 

 

（２）実施計画 

○ 実施計画では、基本方針を踏まえ、学科改編や地区ごとの具体的な学校規

模・配置等を示します。 

  各実施計画の期間は、５年間とします。 

  



 

５ 

 

第２ 学校・学科の充実 
 

これまで、生徒の進路志望等の多様化に応じて、学科の見直しや中高一貫教育の

導入等に取り組んできましたが、高等学校教育を巡る環境の変化に伴い、学校・学

科に求められる役割等について改めて見直す必要があります。 

このため、各高等学校が特色を生かした人財育成に取り組むことができるよう、

次の方向性により学校・学科の充実を図ります。 
 

１ 全日制課程の方向性 
 

（１）各高等学校における教育環境の充実 
 

ア 全ての高等学校に共通して求められる教育環境 

○ 高等学校は、中学校卒業後のほぼ全ての者が、社会で生きていくために

必要となる力を共通して身に付けるとともに、自立に向けた準備期間を提

供することのできる最後の教育機関であることから、「確かな学力」、

「逞しい心」や学校から社会への円滑な移行に必要な力等を身に付けるこ

とが重要になっています。 

  このため、生徒数が減少していく中にあっても、全ての高等学校におい

て、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を通して、創意工

夫を生かした特色ある教育活動を展開しながら、社会人・職業人として自

立していくために必要な能力や態度を養うことができる教育環境を整備し

ます。 
 

イ 普通科等の重点校・職業教育を主とする専門学科の拠点校 

○ 全ての高等学校に共通して求められる教育環境の整備に加えて、次のよ

うな取組により、各高等学校が連携しながら特色ある教育活動を充実させ、

本県高等学校教育全体の質の確保・向上を図ります。 
 

（ア）普通科等の重点校 

○ 普通科等※ 6の高等学校において、選抜性の高い大学への進学に対応し

た取組とともにグローバル教育や理数教育等の特定の分野の学習におけ

る先進的な取組等、今後求められる人財の育成に向けた特色ある教育活

動の中核的役割を担う高等学校を普通科等の重点校（以下「重点校」と

いう。）とします。 

○ 重点校が実施する教育活動への各高等学校の生徒の参加や、重点校の

学習成果の共有等により、重点校と各高等学校が連携し、県全体の普通

科等における教育の質の確保・向上を図ります。 

○ 重点校の教育活動の充実のため、単位制※ 7や併設型中高一貫教育の拡

充等について検討します。 
 
※６ 普通科等 … 普通科及び普通科系の専門学科 
※７ 単位制 … 学年による教育課程の区分を設けず、決められた単位を修得すれば卒業が認められる

制度  



 

６ 

 

（イ）職業教育を主とする専門学科の拠点校 

○ 農業科、工業科及び商業科の高等学校において、各地区の産業構造や

今後の産業振興の方向性を踏まえ、各学科における専門科目を幅広く学

び、基礎的・基本的な知識・技能を身に付けるとともに専門的な学習を

深め、各学科の学習の拠点となる高等学校を職業教育を主とする専門学

科※8の拠点校（以下「拠点校」という。）とします。 

・ 農業科の拠点校においては、農産物の生産に加え、生産を支える環

境、加工、流通等について学習できる環境を整備します。 

  併せて、寄宿舎の活用を含め、より広い地域の生徒が拠点校で学習

できる環境について検討します。 

・ 工業科の拠点校においては、基幹となる学科（機械、電気、電子、

建築、土木）を中心とした学科構成により、基礎的・基本的な知識・

技能に加え、新しい技術を学習できる環境を整備します。 

・ 商業科の拠点校においては、普通科、総合学科※９等を含めた県全体

の商業教育の拠点として、商業の学習分野であるマーケティング、マ

ネジメント、会計、ビジネス情報の４分野に関する科目を幅広く学習

できる環境を整備します。 

○ 拠点校が実施する教育活動への各高等学校の生徒の参加や、拠点校の

学習成果の共有等により、拠点校と各高等学校が連携し、県全体の職業

教育を主とする専門学科における教育の質の確保・向上を図ります。 

 

（２）各学科の充実 

 

ア 普通科等 

○ 普通科等においては、各地域の実情に応じた教育活動、グローバル教育

や理数教育の取組等、各高等学校において特色ある教育活動に取り組むと

ともに、望ましい勤労観・職業観を涵養し、地域や社会に貢献する態度を

育むなど、キャリア教育の充実を図ります。 

○ 各高等学校が連携しながら、大学等への進学対応や就職への対応等、生

徒の幅広い進路志望に対応する指導に取り組みます。 

○ 理数、外国語、スポーツ科学、表現の普通科系の各専門学科においては、

社会の変化や生徒の興味・関心、進路志望の多様化に対応してきましたが、

それぞれの学科が設置された当時とは高等学校教育を巡る環境が変化して

きていることから、専門学科としての役割、中学生のニーズ等を十分に検

証し、設置意義を改めて見直します。 
 
 
 
 
※８ 職業教育を主とする専門学科 … 農業科、工業科、商業科、水産科、家庭科、看護科等の各学科 
※９ 総合学科 … 普通科等、職業教育を主とする専門学科に並ぶ学科として平成６年から制度化され、

幅広い選択科目の中から生徒が主体的に選択して学習することを通して、将来の生き方や進路に関
する自覚を深めることにより、職業観の育成を目指す学科 



 

７ 

 

イ 職業教育を主とする専門学科 

○ 職業教育を主とする専門学科においては、職業人として求められる基礎

的・基本的な知識・技能に加え、職業の多様化に対応できる資質・能力、

高等学校卒業後も学び続ける態度を育みます。 

○ 高等学校段階で身に付けるべき学力の確実な習得や専門的な資格取得を

目指した教育活動等、大学との接続を視野に入れた取組を進めるとともに、

地域、企業、他の学校との連携等を推進します。 

○ 社会の要請等により専門化・細分化してきた学科については、地域の産

業構造に留意しつつ、各専門分野の基礎・基本を重視した学科への見直し

を検討します。 

○ 本県の県立高等学校では設置していない情報及び福祉に関する学科につ

いては、生徒数が減少する中にあって、中学生のニーズ、就業状況等を踏

まえ、専門学科としての設置の必要性を検討します。 

 

ウ 総合学科 

○ 総合学科においては、普通科等及び職業教育を主とする専門学科に並ぶ

選択肢として、大学進学志望者や就職志望者に対応できる教育課程を編成

し、課題解決型学習による主体的な学習の充実を図ります。 

○ 系列※10については、生徒のニーズ等を踏まえ見直します。 

  また、多様な選択科目の開設に向けた教育環境の整備に加え、社会人や

地域の有識者を講師として活用すること等に取り組みます。 

○ 総合学科から他学科への改編及び他学科から総合学科への改編について

は、生徒のニーズ等を踏まえ検討します。 

 

（３）多様な教育制度の充実 

 

ア 中高一貫教育 

○ 現在実施している併設型中高一貫教育については、生徒一人一人の資質

・能力を伸長し、進路志望が達成されているかについて引き続き検証し、

教育活動の充実を図ります。 

○ 中高一貫教育校の新たな設置については、市町村等の意向や地区の中学

校の生徒数の推移等を考慮しながら検討します。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
※10 系列 … 生徒の科目選択の参考になるように関連する科目をまとめたもの（総合選択科目群） 
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イ 全日制普通科単位制及び総合選択制 

○ 全日制普通科単位制や総合選択制※11を導入している高等学校については、

それぞれの制度の意義を改めて見直し、教育活動の充実を図ります。 

  また、これらの制度を生かすことにより、生徒の興味・関心を高め、進

路志望等の達成に資することができる場合には、新たな導入について検討

します。 

 

２ 定時制課程・通信制課程の方向性 

 

（１）各高等学校における教育環境の充実 

○ 定時制課程・通信制課程は、働きながら学ぼうとする青少年を含め、全日

制課程に通学する上で困難な事情を抱える青少年に高等学校教育を受ける機

会を提供する制度として設けられました。 

  しかし、現在では、全日制課程からの転・編入者や中学校までの不登校経

験者等が多くなっていることから、様々な事情を抱える生徒に広く高等学校

教育を受ける機会を提供する役割を果たしていくため、各高等学校における

教育環境の充実を図ります。 

 

（２）各課程の充実 

 

ア 定時制課程 

○ 定時制課程においては、生徒の多様な課題に対応するため、特別支援学

校等との連携を進めるとともに、スクールソーシャルワーカー等専門スタ

ッフによるよりきめ細かな支援体制を整備するなど、教育環境の充実を図

ります。 

 

イ 通信制課程 

○ 通信制課程においては、高等学校入学後の進路変更の機会としての後期

入学制度※12の拡充やＩＣＴを活用した教育方法※13の導入等について検討し、

教育環境の充実を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※11 総合選択制 … 複数の学科を有する高等学校において、所属する学科の学習を基本としながら、

学科の枠を越えて主体的に教科・科目を選択履修できる制度 
※12 後期入学制度 … 単位制高校において、年度当初に加え、年度中途に選抜を行い、入学を許可す

る制度 
※13 ＩＣＴを活用した教育方法 … 通信制課程においては、対面指導が原則の面接指導について、イ

ンターネット等の活用によるメディア学習を取り入れた場合、各教科・科目の面接指導の時間数の
うち、メディアごとに１０分の６以内の時間を免除することが可能となっている（ただし、免除す
る時間数は合わせて１０分の８を超えることができない。）。  



 

９ 

 

第３ 学校規模・配置の方向性 
 

これまで、生徒が集団の中で様々な個性や価値観に触れ、互いに切磋琢磨しなが

ら「確かな学力」や「逞しい心」等を身に付けるため、一定規模以上の学校である

ことが望ましいという方向性を踏まえつつ、地域の様々な実情等を考慮し、適正な

学校規模・配置に向け取り組んできました。 

今後は、更なる生徒数の減少に対応しながら、高等学校教育を受ける機会を確保

するとともに、これからの時代に求められる力を生徒一人一人が身に付けることの

できる教育環境を整備するため、次の方向性により学校規模の標準を踏まえた計画

的な学校配置に取り組みます。 

 

１ 全日制課程における計画的な学校規模・配置に当たっての観点 

全日制課程における計画的な学校規模・配置に当たっては、中学生それぞれの

志に応じた高等学校や学科等を選択できる環境づくりに向けた「高等学校教育を

受ける機会の確保」と、より特色ある教育活動の実践に向けた「充実した教育環

境の整備」の二つの観点を考慮します。 
 

（１）高等学校教育を受ける機会の確保 

 

ア 各地区における中学生の進路の選択肢の確保 

○ 今後とも、６地区※14ごとに、大学等への進学や就職等より幅広い進路選

択に対応する高等学校、選抜性の高い大学への進学に対応する高等学校、

実践的な職業教育に対応する高等学校等、それぞれの役割を担う高等学校

を配置し、中学生の進路志望に応じた高等学校の選択肢を確保します。 

○ 各地区の学科構成については、中学生のニーズ等を踏まえるとともに、

社会の要請や地域の産業構造の特性、学科設置の経緯等を十分考慮し、中

学生がそれぞれの志に応じて学科等を選択できるよう整備します。 
 

イ 通学環境への配慮 

○ 中学校卒業後のほぼ全ての者が高等学校に進学している現状を踏まえ、

地理的な要因から高等学校に通学することが困難な地域が新たに生じるこ

とのないよう配慮します。 

○ また、通学が可能な範囲は、公共交通機関の利便性等により変わり得る

ものであることから、通学環境の充実について、市町村等と連携を図りな

がら検討します。 

 

（２）充実した教育環境の整備 

○ 生徒数が減少していく中にあっても、各高等学校において生徒一人一人が

これからの時代に求められる力を身に付けるため、特色ある教育活動を充実

させるとともに、一定の学校規模を維持することにより、本県高等学校教育

全体の質の確保・向上を図ります。 
 
※14 ６地区 … 本県を東青、西北、中南、上北、下北、三八の６つの地区に分けたもの 
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２ 全日制課程における学校規模の方向性 

 

（１）学校規模の標準 
 

ア 基本となる学校規模 

○ 各高等学校においては、大学等への進学や就職等より幅広い進路選択に

対応できる教科・科目を開設するとともに、学校行事をはじめとする特別

活動等の充実や多様な部活動の選択肢を確保することにより、高等学校段

階で身に付けるべき「確かな学力」、「逞しい心」や学校から社会への円

滑な移行に必要な力等を育成することができるよう、１学年当たり４学級

（１６０人）※15以上の規模を標準とします。 
 

イ 重点校・拠点校の学校規模 

（ア）重点校の学校規模 

○ 重点校は、選抜性の高い大学への進学に対応した取組とともにグロー

バル教育や理数教育等の特定の分野の学習における先進的な取組等、今

後求められる人財の育成に向けた特色ある教育活動の中核的役割を担う

ことから、進路志望に応じた教科・科目の開設や当該教科・科目の専門

性を有する教員の配置、生徒同士の協働的な学習による教育内容の充実

等がなされるよう、１学年当たり６学級（２４０人）以上の規模を標準

とします。 
 

（イ）拠点校の学校規模 

○ 拠点校は、特定の学科における専門科目を幅広く学ぶため、基幹とな

る学習分野の基礎・基本を習得するとともに、専門的な学習を深めるこ

とができるよう、一つの専門学科で１学年当たり４学級（１６０人）以

上の規模を標準とします。 

 

（２）学校規模の標準を満たさない場合における通学環境へ配慮した対応 

○ 学校規模の標準を満たさない高等学校であっても、募集停止等により地理

的な要因から高等学校に通学することが困難な地域が新たに生じる場合には、

配置について配慮します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※15 １学年当たり４学級（１６０人） … 「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関す

る法律」（昭和３６年法律第１８８号）に基づき、１学級の定員は４０人が標準である。なお、本
県では、農業高校、工業高校、小規模校等において１学級の定員を３５人とする学級編制の弾力化
を実施しており、この場合には４学級で１４０人となる。  
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３ 全日制課程・定時制課程・通信制課程における学校配置の方向性 

 

（１）計画的な学校配置 

 

ア 全日制課程 

（ア）学校配置の考え方 

○ 学校規模の標準を踏まえ、６地区ごとに、中学校卒業予定者数の推移、

産業動向、中学生のニーズ等に対応しながら統合等を含む計画的な学校

配置を進めます。 

○ また、生徒数が減少する中にあっても、生徒にとって必要な学科の選

択肢を確保するため、異なる学科の高等学校の統合により、複数の学科

を有する高等学校の設置について検討します。 

○ 計画的な学校配置の検討に当たっては、公共交通機関の利便性等を考

慮します。 

○ 重点校を各地区に配置するとともに、農業科、工業科及び商業科の拠

点校を全県的なバランスを考慮して配置します。 

○ 学校規模の標準を満たさない高等学校のうち、募集停止等により高等

学校への通学が困難な地域が新たに生じることとなる高等学校（以下

「地域校」という。）については、地域における通学状況を考慮した上

で、配置します。 

  なお、高等学校への通学が困難な地域については、次のような公共交

通機関の状況を考慮し、総合的に判断します。 
 

 

 

 

 

 

（イ）地域校への対応 

（２学級規模の地域校） 

○ 本計画において地域校とする２学級規模の高等学校については、入学

者数が１学級規模の募集人員である４０人以下の状態が２年間継続した

場合、原則として翌年度に１学級規模とします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

【公共交通機関の状況】 

・路線の整備状況（通学可能な公共交通機関が存在するか。） 

・利用時間帯（早朝（おおむね午前６時以前）に乗車しなければならな

いか｡） 

・利用時間（片道の乗車時間がおおむね１時間を超えるか。） 
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（１学級規模の地域校） 

○ 本計画において１学級規模となる地域校は、校舎制※16に移行せず、引

き続き、本校とします。 

○ １学級規模の地域校については、更なる少子化が見込まれる中、入学

者数が極めて少ない状況となった場合等には、高等学校教育として求め

られる質の確保に支障が生じる懸念があることから、次の基準に基づき、

募集停止等に向けて、当該高等学校の所在する市町村等と協議します。 

 

 

 

 

  なお、協議の際には、基準に該当した翌年度の募集停止を基本とし、

通学が困難となる地域の生徒の通学について、当該高等学校の所在する

市町村等と連携を図りながら、対応を検討します。 

 

イ 定時制課程・通信制課程 

（ア）定時制課程 

○ 定時制課程については、様々な事情を抱える生徒に高等学校教育を受

ける機会を提供する観点から、６地区ごとに配置することを基本としま

す。 

 

（イ）通信制課程 

○ 通信制課程については、東青、中南及び三八地区に配置することを基

本とします。 

 

（２）計画的な学校配置に向けた取組 

○ 計画的な学校配置に当たっては、地域の実情を踏まえる必要があることか

ら、市町村やＰＴＡ関係者等により組織する地区意見交換会を開催し、あら

かじめ意見を伺いながら具体的な実施計画を策定します。 

○ また、計画的な統合を行う場合には、統合校の教育活動の充実に向け、統

合の対象となる高等学校の関係者等により組織する開設準備委員会を設置し、

統合校の新たな名称、目指す生徒像や教育内容等について検討します。 

 
 
 
 
 
 
※16 校舎制 … 第２次実施計画（平成１７～２０年度）において、１学級募集とした高等学校につい

ては、全学年が１学級規模となった段階で校舎制に移行し、本校舎と連携した取組により、教育活
動の充実を図ってきた。 

   第３次実施計画（平成２１～２９年度）において、校舎制導入校については計画的に募集停止す
るとともに、他の高等学校へ通学することが困難である場合等には、地区の実情による柔軟な学校
配置に配慮した。 

【１学級規模の地域校について募集停止等を協議する基準】 

募集人員に対する入学者数の割合が２年間継続して２分の１未満とな

った場合 
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第４ 魅力ある高等学校づくり 
 

学校・学科や学校規模・配置の方向性を踏まえながら、生徒が活力に満ちた学校

生活を送り、夢や志の実現に向けて成長することができるよう、より魅力ある高等

学校づくりに向け、次の取組を進めます。 

 

１ 学校・家庭・地域等との連携の推進 

 

（高等学校間の連携） 

○ 生徒数が減少する中で、生徒の能力、適性、興味・関心、進路志望等の多様

化に対応し、県全体として高等学校教育の質の確保・向上に取り組むとともに、

各地区の教育活動を充実させるため、各高等学校間で生徒による合同研究や教

員研修等の連携を推進します。 

○ また、小規模校においては、生徒一人一人に対して、よりきめ細かな指導を

行うことができるなどの利点がある一方、自立した社会人として成長するため

の様々な体験を重ねることが難しいという課題もあります。このため、他の高

等学校と連携・協力して学校行事や課外活動等を行うことにより、様々な個性

や多様な価値観に触れ、互いを認め合いながら生徒一人一人の成長を促す教育

活動の充実を図ります。 

○ このような連携に当たっては、生徒・教員が高等学校間を移動する際の交通

手段や安全性の確保等に取り組みます。 

 

（小学校・中学校との連携） 

○ 各発達段階に応じ、キャリア教育や英語教育、特別支援教育、道徳教育等を

推進するため、高等学校と小学校及び中学校との一層の連携を図ります。 

 

（特別支援学校との連携） 

○ 各高等学校において、発達障害等の特別な支援を必要とする生徒を受け入れ、

それぞれの実情に応じた支援に取り組むため、特別支援学校と連携し、障害等

に関する教員研修や人事交流等を推進します。 

  また、国における制度改正を踏まえ、通級による指導等を推進し、高等学校

における特別支援教育の充実を図ります。 

 

（大学等との連携） 

○ 引き続き、大学進学を志望する生徒の進路選択に役立てるとともに生徒の能

力を伸長させるため、大学等との連携を推進し、高等学校段階から大学レベル

の教育・研究に触れる機会を設けます。 
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（家庭・地域等との連携） 

○ 生徒が地域への愛着や誇りを持つなど、これからの時代に求められる力を身

に付けることができるよう、学校・家庭・地域が目標を共有し、一体となった

学びや育ちの支援に取り組みます。 

  特に、地域の人的・物的資源を活用しながら、自ら地域における課題を発見

し、その解決に取り組むなどの教育実践を進めます。 

 

２ 教育活動の充実に向けた取組 

 

（各高等学校における充実した情報発信） 

○ 各高等学校では、それぞれの特色を生かしながら教育活動の充実を図ってお

り、その取組や育成する人財像を中学生や保護者が十分理解した上で進路選択

できるよう、各高等学校における充実した情報発信に向け支援します。 

 

（教員の資質向上と専門スタッフ等の配置の充実） 

○ 教員が、使命感、協調性、専門職としての高度な専門的知識・技能に加え、

新たな教育課題に対応できる力量等を高めることができるよう研修の充実を図

ります。 

○ また、教員が専門性を十分発揮できる環境を整えるため、教員とは異なる専

門性や経験を有する専門スタッフ等の配置の充実を図ります。特に、発達障害

等の特別な支援を必要とする生徒に対応している現状を踏まえ、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカー等専門スタッフの配置の充実を図りま

す。 

これらの専門スタッフの配置や特色ある学校づくりの推進に向けた教職員配

置の充実等について、引き続き、国に対して働きかけていきます。 

 

（ＩＣＴの活用による教育活動の充実） 

○ 今後とも、生徒の情報活用能力の育成や授業の質の向上等に向け、高等学校

のＩＣＴ環境の整備を進め、ＩＣＴを活用した教育活動の充実を図ります。 

 

（施設・設備の充実） 

○ 各高等学校が特色ある教育活動を展開するため、引き続き、施設・設備の充

実を図ります。 

  特に、高等学校の統合により複数の学科を有する高等学校を設置する際には、

各学科の専門性の確保に向けた施設・設備の整備を進めます。 

 

（全国からの生徒募集） 

○ 各高等学校においてより充実した教育環境の実現を図るため、全国からの生

徒募集の導入について、地域の協力状況等を踏まえ検討します。  
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第５ 県民の理解と協力の下での県立高等学校教育改革の推進 
 

本計画の策定・推進に当たっては、県立高等学校教育改革に関する情報を広く提

供し、多くの意見を伺いながら、県民の理解と協力の下、次の取組を進めます。 

 

１ 実施計画策定に向けた取組 

○ 実施計画の策定に当たっては、前述の地区意見交換会において、あらかじめ

地区の具体的な学校規模・配置等について意見を伺った上で実施計画案を公表

し、パブリック・コメントの実施、地区懇談会の開催、市町村等への意見照会

等を通して、幅広く情報提供するとともに意見を伺いながら、多くの県民の理

解が得られるよう取り組みます。 

 

２ 本県高等学校教育の充実に向けた継続的な検証 

○ 県立高等学校教育改革の推進に当たっては、生徒の夢や志の実現に向けた高

等学校教育の充実に資するため、生徒や保護者等を対象とした高等学校教育に

関する意識調査や関係者への意見照会等を実施するとともに、広く県民の意見

を伺いながら、成果や有効性について継続的に検証します。 

  また、この検証に基づき、必要に応じて基本方針を見直します。 
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資料１ 中学校卒業者数と高等学校等進学率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 高等学校卒業後の進路状況 

 

 

  

(年3月) （学校基本調査及び高等学校等卒業者の進路状況より）

20.3

46.2

57.8

31.2

54.7

17.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

S26 S31 S36 S41 S46 S51 S56 S61 H3 H8 H13 H18 H23 H28

大学等進学(青森県)

就職(青森県)

大学等進学(全国)

就職(全国)

平元 平31

（人） （%）

(年3月)
（学校基本調査及び中学校等卒業者の進路状況調査より）

42,458人

24,676
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60

70

80
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100

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

S26 S31 S36 S41 S46 S51 S56 S61 H3 H8 H13 H18 H23 H28

中学校卒業者数

高校等進学者数

高校等進学率

99.0%

H31
中学校卒業者数 11,250人
高校等進学者数 11,164人
高校等進学率 99.2％

昭58昭40 平27
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資料３ これまでの高等学校教育改革の取組 

 

（１）県立高等学校教育改革実施計画の変遷 

平成１１年２月「２１世紀を展望した本県高等学校教育の在り方について」
≪多様化への対応、中高一貫教育の導入等 報告≫

平成９～１０年度 青森県高等学校教育改革推進検討会議

第１次実施計画（平成12～16年度）

第２次実施計画（平成17～20年度）

第３次実施計画【前期】（平成21～25年度）

第３次実施計画【後期】（平成26～29年度）

平成１９年１０月「今後の県立高等学校の在り方について」
≪統合を含めた学校配置の見直しの必要性等 答申≫

平成１８～１９年度 高等学校グランドデザイン会議
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（２）中学校卒業者数の減少に対応した適正規模・配置等 

①第１次実施計画（H12～H16） 

 

 

 

 

②第２次実施計画（H17～H20） 

 

  

19,622人

16,156人

70校
69校

25校

30校

35校

40校

45校

50校

55校

60校

65校

70校

75校

10,000人

15,000人

20,000人

H11 H12 H13 H14 H15 H16

中学校卒業者数(各年３月)

募集県立全日制高校数(各年度)

H11 H16

≪生徒数減少への対応≫

○市部の大規模校を中心に学級減
○小規模校の学級定員の引き下げ(1学級40人→35人)

１次計画

△３，４６６人
△５６学級

○市部の学校
→・志願倍率が高いまま推移

○町村部の学校
・ほぼ定員を満たしているものの、地元の生徒
の占める割合が低下している小規模校

・大幅な定員割れが生じている小規模校

既存の学校は可能な限り存続。

［募集停止：木造高校車力分校］ 

［募集停止：野辺地高校横浜分校、木造高校稲垣分校、五所川原高校東校舎］ 
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③第３次実施計画【前期】（H21～H25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
 

④第３次実施計画【後期】（H26～H29） 

  

19,622人

16,156人

14,707人

13,314人

70校
69校

66校

59校

25校

30校

35校

40校

45校

50校

55校

60校

65校

70校

75校

10,000人

15,000人

20,000人

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

中学校卒業者数(各年３月)
募集県立全日制高校数(各年度)

２次計画
△１，４４９人
△２９学級

１次計画
△３，４６６人
△５６学級

H11 H16 H20 H25

３次計画[前期]

△１，３９３人
△３２学級

≪生徒数減少への対応≫

○望ましい学校規模 ○学校配置の方向性
・３市の普通高校 １学年６学級以上 ・望ましい学校規模になるよう６地区毎に配置
・その他の高校 １学年４学級以上 ・校舎制導入校は計画的に募集停止

・統合は同じ分野の高校を優先

・活力ある教育活動を維持するためには一定規模以上の学校であることが望ましいというこれ
までの方向性を踏襲。

・地域の様々な実情等を考慮した上で、統合を含めた適正な学校規模配置を進める。

19,622人

16,156人

14,707人

13,314人

12,357人

70校
69校

66校

59校

56校

25校

30校

35校

40校

45校

50校

55校

60校

65校

70校

75校

10,000人

15,000人

20,000人

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

中学校卒業者数(各年３月)

募集県立全日制高校数(各年度)

２次計画

△１，４４９人

△２９学級

３次計画[前期]

△１，３９３人

△３２学級

３次計画[後期]

△９５７人

△１８学級

１次計画

△３，４６６人

△５６学級

H11 H16 H20 H25 H29

≪生徒数減少への対応≫

第３次実施計画【前期】と同様の基本的な考え方に基づき対応

＜後期計画策定に当たっての留意点＞

○これまでの状況や中学校卒業予定者数の推移により望ましい学校規模にならない
場合があること

○他の県立高校に通学することが困難な地域があること

○平成３０年度以降に生徒数の急激な減少が見込まれること

等を考慮し、柔軟な学校配置とする。

募集停止： 

 七戸高校八甲田校舎、 

 青森戸山高校、 

 八戸南高校、 

 尾上総合高校、 

 弘前南高校大鰐校舎、 

 南部工業高校、 

 田名部高校大畑校舎 

募集停止： 

 岩木高校、 

 八戸北高校南郷校舎、 

弘前実業高校藤崎校舎 
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⑤第１期実施計画（H30～R4） 

  募集停止： 

 青森東高校平内校舎、 

 大湊高校川内校舎、 

 中里高校、 

 五戸高校、 

田子高校、 

青森北高校今別校舎、 

 木造高校深浦校舎 
 Ｒ３年度募集停止に向け深浦町 

と協議中 
 

統合： 

黒石高校、 

黒石商業高校 

→黒石高校 
 

金木高校、 

板柳高校、 

鶴田高校、 

五所川原工業高校 

→西北地区統合校 
 

十和田西高校、 

六戸高校、 

三本木農業高校 

→上北地区統合校 

19,622人

16,156人

14,707人

13,314人

12,357人

10,189人

70校 69校

66校

59校

56校

44校

25校

30校

35校

40校

45校

50校

55校

60校

65校

70校

75校

8,000人

12,000人

16,000人

20,000人

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

中学校卒業者数(各年３月)

募集県立全日制高校数（各年度）

２次計画

△１，４４９人

△２９学級

３次[前期]

△１，３９３人

△３２学級

第１期実施計画

△２，１６８人

△３８～４１学級※

１次計画

△３，４６６人

△５６学級

H11 H16 H20 H25 H29

３次[後期]

△９５７人

△１８学級

≪生徒数減少への対応≫

○学校規模の標準

・基本となる学校規模：１学年当たり４学級以上

・普通科等の重点校の学校規模：１学年当たり６学級以上
・職業教育を主とする専門学科の拠点校の学校規模：１つの専門学科で１学年当たり４学級以上

○学校配置の方向性

・学校規模の標準を踏まえるとともに、公共交通機関の利便性等を考慮しながら統合等を含む計画

的な学校配置を推進

・生徒にとって必要な学科の選択肢を確保するため、異なる学科の高校の統合により、複数の学科

を有する高校を設置

・高校教育を受ける機会を確保するため、学校規模の標準を満たさない高校であっても「地域校」

として配置

・活力ある教育活動を維持するためには一定規模以上の学校であることが望ましいという方向性を

踏襲

・普通科等の「重点校」、職業教育を主とする専門学科の「拠点校」を配置し、これらの高校が各

学科の中核的役割を担うことにより、県全体の高校教育の質の確保向上

R4
※地域校の規模・配置に関して、基本方針に基づき入学状況等により対応することを踏まえ、学級数に幅を設けて示している。
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三八 

浪岡高 浪岡高 

大間高 

むつ工業高 

大湊高 

田名部高 

野辺地高 

六ヶ所高 

三沢高 

三沢商業高 

百石高 
六戸高 十和田工業高 

三本木高 

十和田西高 

三本木農業高 

三戸高 

名久井農業高 

八戸水産高 

八戸北高 

八戸商業高 

八戸西高 
八戸高 

八戸東高 

八戸中央高 

八戸工業高 

鰺ヶ沢高 

木造高 
深浦校舎 

木造高 

金木高 

五所川原高 
五所川原農林高 

五所川原工業高 鶴田高 

板柳高 

青森東高 

青森工業高 

青森商業高 

青森高 

青森中央高 

北斗高 青森北高 

青森南高 

青森西高 

黒石高 

尾上総合高 

柏木農業高 

弘前工業高 

弘前高 

弘前南高 弘前実業高 

弘前中央高 

七戸高 

中南 

東青 

下北 

西北 

上北 

資料４ 青森県立高等学校の配置等の状況 

 

１ 令和２年４月１日現在の学校配置（令和２年度において生徒を募集している学校） 
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２ 令和２年度県立全日制高等学校募集学級別一覧 

募集学級数 東青 西北 中南 上北 下北 三八 計 

７学級 青森 
青森工業 

 弘前実業   八戸工業   ４校 

６学級 青森西 
青森東 
青森南 

 弘前 
弘前中央 
弘前南 
弘前工業 

三本木 
三沢 
 

 八戸 
八戸東 
八戸北 
八戸西 

 １３校 

５学級 青森北 
青森中央 
青森商業 

五所川原 黒石 三本木農業 
 

田名部 
 

   ７校 

４学級  木造 
五所川原農林 
五所川原工業 

柏木農業 
 

十和田工業 
 

大湊    ６校 

３学級    七戸 
百石 
三沢商業 

むつ工業 八戸水産 
八戸商業 

  ６校 

２学級 浪岡 板柳 
鶴田 

 十和田西 
野辺地 
六戸 
六ヶ所 

大間 三戸 
名久井農業 

 １０校 

１学級  金木 
木造深浦 
鰺ヶ沢 

      ３校 

学校数   ９校   ９校   ７校  １１校   ４校   ９校  ４９校 

学級数 ４９学級 ２４学級 ４０学級 ３８学級 １４学級 ４１学級 206学級 

 

 

３ 学校規模の推移 

 
（県教育庁高等学校教育改革推進室調べ） 

 

  

青森県の学校規模（１学年当たりの学級数）の推移 全国との比較(R2)
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３６校
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１３．０％
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４０．８％

１２校

２４．５％

１３校

２６．５％
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資料５ 青森県立高等学校の概要 

【課程の種類】 

全日制の課程 通常の課程 
定時制の課程 夜間その他特別の時間又は時期において授業を行う課程 
通信制の課程 通信による教育を行う課程 

（学校教育法第４条） 

【学年制と単位制】 

学  年  制 学年ごとに教育課程の修了の認定を受けて学習していく制度 
単  位  制 学年による教育課程の区分を設けず、決められた単位を修得すれば

卒業が認められる制度 
 

【県立高等学校の設置状況（令和２年度において生徒を募集している学校・学科）】 

課程・学科等 東青 西北 中南 上北 下北 三八 

全 
日 
制 

学 
年 
制 

普
通
科
等 

普通科 

青森 
青森西 
青森北 
青森南 
浪岡 

五所川原 
金木 
鰺ヶ沢 
板柳 
鶴田 

弘前 
弘前中央 
黒石 
 

三本木 
十和田西 
三沢 
野辺地 
六戸 
百石 
六ヶ所 

大間 八戸 
八戸東 
八戸西 
三戸 

理数科  五所川原     

外国語科 青森南      

スポーツ科学科 青森北  弘前実業   八戸西 

表現科      八戸東 
職
業
教
育
を
主
と
す
る
専
門
学
科 

農業科  五所川原農林 
柏木農業 

弘前実業 

三本木農業  名久井農業 

工業科 青森工業 五所川原工業 弘前工業 十和田工業 むつ工業 八戸工業 

水産科（専攻科※1）      八戸水産 

商業科 青森商業  
黒石 

弘前実業 

十和田西 

三沢商業 
 八戸商業 

家庭科   弘前実業 百石   

看護科（専攻科※1）   黒石    

単
位
制 

普通科 青森東  弘前南  田名部 八戸北 

総合学科 青森中央 
木造 
木造･深浦 

 七戸 大湊  

定
時
制 

単
位
制 

３ 
部 
制 
  ※2 

普通科 北斗     八戸中央 

総合学科   尾上総合    

夜
間 

普通科  五所川原  三沢 田名部  

工業科 青森工業  弘前工業   八戸工業 
通
信
制 

単
位
制 

普通科 北斗  尾上総合   八戸中央 
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【多様な教育制度の導入校（一部再掲を含む。）】 

  ①全日制普通科単位制 

    青森東高等学校 

    弘前南高等学校 

田名部高等学校 

    八戸北高等学校 

 

  ②併設型中高一貫教育校 

    三本木高等学校（附属中学校） 

 

  ③総合選択制 

    弘前実業高等学校 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
※１ 専攻科 … 高等学校を卒業した者が、より専門性の高い知識や高度な技術を身に付けることを目

的として、本県では看護科と水産科に設置。 
※２ ３部制の定時制の課程 … 午前、午後、夜間等の時間帯で授業を行い、仕事の時間や学習スタイ

ルに合わせて、他の部の授業を受けることなどにより３年での卒業も可能。 
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資料６ 学校規模による入学状況等の違い（全日制普通科等） 

 

１ 入学状況（充足率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（学校基本調査を基に県教育庁高等学校教育改革推進室において作成） 

 

２ 卒業者の進路状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（高等学校等卒業者の進路状況(令和元年5月1日現在)を基に県教育庁高等学校教育改革推進室において作成） 

 

３ 科目開設等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和元年度学校要覧を基に県教育庁高等学校教育改革推進室において作成） 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

１学級規模 92.5% 81.3% 76.5% 86.5% 81.3% 63.0% 53.5% 48.0% 29.5% 31.3% 36.5%

２学級規模

　～３学級規模
96.0% 93.2% 91.7% 90.8% 89.7% 89.7% 90.8% 83.0% 78.2% 70.0% 70.5%

４学級規模

　～５学級規模
99.3% 97.7% 96.4% 97.1% 96.8% 96.0% 95.0% 99.1% 100.0% 99.6% 98.0%

６学級規模

　～７学級規模
99.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

入学状況（充足率）

 ７２０人

  ～８４０人

学校規模
全校生徒数

（募集定員）

　　１２０人

 ２１０人

　～３１５人

 ４８０人

  ～６００人

１学級規模

２学級規模

　～３学級規模

４学級規模

　～５学級規模

６学級規模

　～７学級規模

４．８科目 ５．２科目 ４．５部 ２．８部

学校規模
地理歴史、公民

の開設科目数

理科の

開設科目数
運動部活動数 文化部活動数

９．１科目 ９．３科目 １５．２部 １１．７部

５．８科目 ６．７科目 ８．１部 ４．８部

７．８科目 ９．１科目 １３．４部 １０．０部

１学級規模

２学級規模
　～３学級規模

４学級規模
　～５学級規模

６学級規模
　～７学級規模

学校規模
平成３１年３月卒業者（平成２８年４月入学者）の進路状況
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青森県教育委員会では、広く県民の皆様から「青森県立高等学校教育改革推進

計画基本方針（改定案）」に対する御意見・御感想をいただき、検討を重ねた上

で計画を策定したいと考えております。 

つきましては、以下の宛先まで、御意見・御感想をお寄せくださるようお願い

いたします。 

◇御意見・御感想の宛先 

  〒030-8540 青森市長島１－１－１ 

   青森県教育庁高等学校教育改革推進室 

   電 話  ０１７－７３４－９８６６ 

   ﾌｧｯｸｽ  ０１７－７３４－８００３ 

   ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 

    http://www.pref.aomori.lg.jp/bunka/education/kenritukoutougakkoukyouikukaikaku.html 

   ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ E-KAIKAKU@pref.aomori.lg.jp 

 

 

 


